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証券コード　6165

第44回 定時株主総会招集ご通知

開催日時
2018年６月26日（火曜日）午前10時

受付開始　午前９時

議決権行使期限
2018年６月25日（月曜日）午後６時

到着分まで

開催場所
東京都大田区大森北１丁目６番16号
大森　東急ＲＥＩホテル　５階
フォレストルーム

会場が前回と異なっておりますので、末尾の「株主総会会場
ご案内図」をご参照いただき、お間違えのないようご注意く
ださい。
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株主各位 証券コード　6165
2018年６月７日

東 京 都 品 川 区 南 大 井 六 丁 目 2 2 番 7 号

代 表 取 締 役
た け

武
 

 
だ

田
 

　
ま さ

雅
 

 
あ き

亮

第44回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご支援を賜り誠にありがとうございます。
　さて、当社第44回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知申しあ
げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後
記の株主総会参考書類をご検討いただき、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、
2018年６月25日（月曜日）午後６時までに到着するようご返送いただきたくお願い申しあげます。

敬　具

記
１．日　　時 2018年６月26日（火曜日）午前10時

２．場　　所

東京都大田区大森北１丁目６番16号
大森　東急ＲＥＩホテル　５階
フォレストルーム
（会場が前回と異なっておりますので、末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照いただ
き、お間違えのないようご注意ください。）

３．目的事項

報告事項 １．第44期（2017年４月１日から2018年３月31日まで）事業報告、連結計算
書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第44期（2017年４月１日から2018年３月31日まで）計算書類報告の件
決議事項 第１号議案　剰余金処分の件

第２号議案　取締役７名選任の件
第３号議案　補欠監査役１名選任の件

以　上
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
◎株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、修正後の事項をインターネッ

ト上の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.punch.co.jp/）に掲載させていただきます。
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株主総会参考書類
第１号議案 剰余金処分の件
　当社は事業の成長、拡大による企業価値の向上を最重要課題として認識するとともに、株主の皆様への利
益還元を経営上の重要課題のひとつと考えております。
　利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定
かつ継続的な配当に加え、連結業績との連動性を重視することを基本とし、財政状態、利益水準や配当性向
などを総合的に判断して、適切な利益配分を行っていくことを方針としております。
　当期の期末配当につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

１ 配当財産の種類 金銭

２ 配当財産の割当てに関する事項及びその総額 当社普通株式・・・・・１株当たり金10円
配当総額・・・・・・・219,223,020円

なお、2018年１月１日付で１株につき２株の株式分割を行っております。中間配当として１株当たり13.5円をお支払いしてお
りますが、当該株式分割後に換算しますと6.75円となり、年間配当金は１株当たり16.75円となります。

３ 剰余金の配当が効力を生じる日 2018年６月27日

第42期第41期 第43期 第44期
（当期）

16.75
1312.512.5

（ご参考）１株当たり年間配当金の推移 （単位：円）

（注）2018年１月１日付で１株につき２株の株式分割を行っております。
１株当たり年間配当金は、当該株式分割調整後の数値を記載しております。
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第２号議案 取締役７名選任の件
　取締役全員（５名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、経営体制の強化の
ため２名増員し、取締役７名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者番号 氏　名 現在の地位 属　性

1 た け

武
 

　
だ

田
 

　
ま さ

雅
 

　
あ き

亮 代表取締役
社長執行役員 最高経営責任者

再 任

2 さ な

真
 

　
だ

田
 

　
や す

保
 

　
ひ ろ

弘
取締役
常務執行役員 最高執行責任者

再 任

3 む ら

村
 

　
た

田
 

　
た か

隆
 

　
お

夫
取締役
上席執行役員 最高財務責任者

再 任

4 た か

高
 

　
な し

梨
 

　
 

　
 

　
あきら

晃 上席執行役員 新 任

5 も り

森
く

久
ぼ

保
 

　
て つ

哲
 

　
じ

司 執行役員 新 任

6 み つ

三
 

　
は し

橋
 

　
ゆ

友
き

紀
こ

子 社外取締役 再 任 社 外

7 つ の

角
 

　
だ

田
 

　
か ず

和
 

　
よ し

好 － 新 任 社 外

再 任 再任取締役候補者 新 任 新任取締役候補者 社 外 社外取締役候補者

3
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候補者
番号 １

た け

武
 

　
だ

田
 

　
ま さ

雅
 

　
あ き

亮
（1953年３月31日生）

再 任
所有する当社の株式数

40,000株

略歴、当社における地位及び担当
1975年 ４ 月 日本ビクター㈱（現　㈱JVCケンウッド）入社
2007年 ６ 月 同社取締役
2008年 ６ 月 同社常務取締役
2009年 ６ 月 ㈱ケンウッド（現　㈱JVCケンウッド）取締役
2010年 ７ 月 当社入社
2010年10月 当社顧問・執行役員
2011年 ６ 月 当社専務取締役
2012年 ６ 月 当社代表取締役副社長
2013年 ４ 月 当社代表取締役社長
2016
2017

2018

年
年

年

４
６

４

月
月

月

当社執行役員 最高経営責任者
当社代表取締役　兼　社長執行役員 最高経営責任者（現
任）
経営監査・経営戦略・情報システム管掌（現任）

重要な兼職の状況

取締役候補者とした理由
武田雅亮氏は、2011年６月取締役就任後、2012年12月の東京証券取引所市場第二部への上場を果たし、代表取締役社長に就任以
降、2014年３月の市場第一部銘柄指定を経て、７年にわたり取締役を務めており、前中期経営計画「バリュークリエーション１５」
では大幅な増収増益を実現する等、強いリーダーシップを発揮してまいりました。持続的な企業価値向上の実現を目指す経営責任者
として適任と判断し、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

候補者
番号 ２

さ な

真
 

　
だ

田
 

　
や す

保
 

　
ひ ろ

弘
（1959年１月７日生）

再 任
所有する当社の株式数

1,783株

略歴、当社における地位及び担当
1988年 ５ 月 当社入社
2002年 ５ 月 盤起工業（大連）有限公司　次長
2008年 ４ 月 当社第一営業部長
2010年 １ 月 盤起工業（大連）有限公司　総経理
2011年 ７ 月 当社執行役員
2012年 ６ 月 当社取締役（現任）
2016
2017

年
年

４
６

月
月

当社執行役員 最高執行責任者　事業統括管掌（現任）
当社常務執行役員 最高執行責任者（現任）

重要な兼職の状況

取締役候補者とした理由
真田保弘氏は、2012年６月取締役就任後、６年にわたり取締役を務めており、当社及び中国パンチグループでの事業経験も活かし、
当社グループ事業を統括していくとともに、グローバル展開を率先して指揮しております。中期経営計画「バリュークリエーション
2020」を遂行していく責任者として適任と判断し、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

4
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候補者
番号 ３

む ら

村
 

　
た

田
 

　
た か

隆
 

　
お

夫
（1959年10月４日生）

再 任
所有する当社の株式数

1,783株

略歴、当社における地位及び担当
1984年 ４ 月 日本ビクター㈱（現　㈱JVCケンウッド）入社
2010年12月 当社入社　経理部次長
2011年 ４ 月 当社経理部長
2011年 ７ 月 当社執行役員
2012年 ６ 月 当社取締役（現任）
2016
2017
2018

年
年
年

４
６
４

月
月
月

当社執行役員 最高財務責任者
当社上席執行役員 最高財務責任者（現任）
管理・コーポレートガバナンス管掌（現任）

重要な兼職の状況

取締役候補者とした理由
村田隆夫氏は、2012年６月取締役就任後、６年にわたり取締役を務めており、財務経理分野での長年の経験、見識を活かし、管理
部門を統括しております。当社グループの人・モノ・金を一元的に統括するとともに、「働き方改革」を推進する責任者として適任
と判断し、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

候補者
番号 ４

た か

高
 

　
な し

梨
 

　
 

　
あきら

晃
（1969年５月14日生）

新 任
所有する当社の株式数

8,624株

略歴、当社における地位及び担当
1989年 ８ 月 当社入社
2008
2013

年
年

４
７

月
月

盤起工業（大連）有限公司　出向
同社総経理

2015年 ６ 月 当社執行役員　盤起工業（大連）有限公司董事長（現任）
2017年 ６ 月 当社上席執行役員（現任）
2018年 ４ 月 当社製造本部長　兼　営業本部長（現任）

重要な兼職の状況

取締役候補者とした理由
高梨晃氏は、長年の製造部門での経験に加えて、中国パンチグループにおいては、董事長として、製造のみならず、営業、管理、全
ての面で同社グループを統括し、その業績向上を牽引してまいりました。今後、当社グループの国内事業を統括する責任者として適
任と判断し、新たに取締役として選任をお願いするものであります。

5

取締役選任議案
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候補者
番号 ５

も り

森
く

久
ぼ

保
 

　
て つ

哲
 

　
じ

司
（1977年１月12日生）

新 任
所有する当社の株式数

1,300,000株

略歴、当社における地位及び担当
2003年 ５ 月 当社入社
2005年 ２ 月 盤起工業（大連）有限公司　出向
2012年11月 当社バリュー・クリエーション推進室長
2013年 ４ 月 当社経営企画室長
2015年 ４ 月 PUNCH INDUSTRY MALAYSIA SDN. BHD. 出向
2015年12月 同社代表取締役（現任）
2016年 ４ 月 当社執行役員（現任）

重要な兼職の状況

取締役候補者とした理由
森久保哲司氏は、入社以来、当社及び中国パンチグループにおいて主要ポストを歴任したほか、マレーシアパンチグループでは、責
任者としてインドも含む東南アジア事業を統括し、その業績向上に大きく貢献する等、当社グループの重点経営課題である販売５極
体制構築に向け重要な役割を果しております。今後、当社グループ事業全般を統括する責任者として適任と判断し、新たに取締役と
して選任をお願いするものであります。

候補者
番号 ６

み つ

三
 

　
は し

橋
 

　
ゆ

友
き

紀
こ

子
（1966年６月12日生）

再 任 社 外
所有する当社の株式数

－株

略歴、当社における地位及び担当
1989年 ４ 月 東海旅客鉄道㈱入社
2000年 ４ 月 弁護士登録　ブレークモア法律事務所入所
2002年11月 アシャースト東京法律事務所入所
2010年 １ 月 シティユーワ法律事務所入所
2015年 ６ 月 ㈱ＡＯＩ　Ｐro.　社外取締役（現任）
2016年 ６ 月 当社社外取締役（現任）

重要な兼職の状況
㈱ＡＯＩ　Ｐro.　社外取締役

社外取締役候補者とした理由及び同氏が職務を適切に遂行できるものと判断した理由
三橋友紀子氏は、社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与したことはありませんが、事業法人における職務経験に加え、
弁護士として法務全般に幅広い知見を有していることや、他社での社外取締役の経験を有していることから、「攻め」のガバナンス
を実現していく社外取締役として適任と判断しております。又、女性の視点から、当社のダイバーシティ推進に向けた取り組みに対
し適切なアドバイスをいただいており、引き続き社外取締役として選任をお願いするものであります。

6
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候補者
番号 ７

つ の

角
 

　
だ

田
 

　
か ず

和
 

　
よ し

好
（1954年３月12日生）

新 任 社 外
所有する当社の株式数

－株

略歴、当社における地位及び担当
1976年 ４ 月 菱和調温工業㈱（現　㈱テクノ菱和）入社
1981年10月 日立化成工業㈱（現　日立化成㈱）入社
1996年 ８ 月 同社下館工場積層材料部長
2000年 ２ 月 台湾日立化成工業股份有限公司董事長
2005年 ４ 月 日立化成工業㈱執行役
2006年 ４ 月 同社執行役常務
2009
2010

年
年

４
４

月
月

Hitachi Chemical Diagnostics,Inc. CEO
日立粉末冶金㈱代表取締役社長

2011
2014
2018

年
年
年

４
６
２

月
月
月

日立化成工業㈱代表執行役　執行役専務
日立化成㈱取締役　監査委員長
キユーピー㈱社外監査役（現任）

重要な兼職の状況
キユーピー㈱社外監査役

社外取締役候補者とした理由
角田和好氏は、事業会社における「ものづくり」への豊富な経験・知見に加え、執行役としての経営経験、取締役（監査委員）とし
ての監査経験もあり、当社の業務執行のモニタリングや経営上の重要な意思決定に際して、重要な役割を発揮していただけることを
期待し、新たに社外取締役として選任をお願いするものであります。

(注) １．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．三橋友紀子氏及び角田和好氏は、社外取締役候補者であります。
３．三橋友紀子氏が当社の社外取締役に就任してからの年数は、本総会終結の時をもって２年であります。
４．三橋友紀子氏及び角田和好氏は、当社が定める「社外役員の独立性判断基準」を満たしております。
５．当社は、三橋友紀子氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約

を締結しております。同氏が取締役に選任された場合、当社は同氏との契約を継続する予定です。また、角田和好氏が取締役
に選任された場合には、当社は同氏との間で同様の責任限定契約を締結する予定であります。

６．当社は、三橋友紀子氏を、東京証券取引所が定める独立役員として、同取引所に対し届け出ております。同氏が取締役に選任
された場合、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定であります。また、角田和好氏が取締役に選任された場合には、独立
役員として届け出る予定であります。

７．各候補者の所有する当社株式の数には、当社役員持株会又は従業員持株会における本人持分を含めております。

（ご参考）
「取締役候補者の指名にあたっての方針と手続き」

　当社は取締役候補者の指名にあたっては、以下の要件を満たすことを方針として代表取締役が提案し、
社外役員を中心とした取締役会の諮問機関である指名・報酬諮問委員会で各候補者の適格性について審議
を行ったうえで、取締役会で決定しております。
①上場企業の取締役としてふさわしい人格、見識を有すること
②取締役としての職務遂行にあたり、肉体及び精神の両面で健康上の支障がないこと
③経営判断能力及び経営執行能力に優れていること
④当社及び当社グループの業務に関し、取締役としての職務遂行に十分な経験と知見を有すること

7
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⑤豊富な専門知識・経験を有し当社の持続的成長や中長期的な企業価値向上に資する人材であること
⑥当社以外の役員兼任は合理的な範囲であり、十分な時間・労力を当社の取締役としての業務に振り向け

ることが出来ること
　（注）上記のうち、社内（業務執行）取締役の要件は①～④、社外取締役の要件は①～③および⑤～⑥

「社外取締役の独立性に関する基準」
　当社は会社法における社外役員の資格要件に加え、以下に掲げる項目のいずれにも該当しない場合、当
該社外役員は独立性を有し、一般株主と利益相反が生じるおそれがないものと判断しております。
①当社及び当社の関係会社（以下、当社グループ）の業務執行者*1ならびに過去において業務執行者であ

った者
②当社グループを主要な取引先*2とする者またはその業務執行者
③当社グループの主要な取引先またはその業務執行者
④当社の大株主*3またはその業務執行者
⑤当社グループが大株主である会社の業務執行者
⑥当社の法定会計監査人である監査法人に所属している者
⑦当社グループから、役員報酬以外に多額*4の金銭その他の財産上の利益を受けている弁護士、公認会計

士、税理士またはコンサルタント等。なお、当該利益を受けている者が法人、組合等の団体の場合は、
当該団体に所属する者を含む

⑧当社グループから多額の寄付または助成を受けている者またはその業務執行者
⑨当社グループが直近事業年度末日の連結総資産の2％を超える資金の借入をしている金融機関及びその

関係会社、またはそれらの業務執行者
⑩当社グループの業務執行者が他の会社の社外役員を兼務している場合における当該他の会社及びその関

係会社の業務執行者
⑪上記②～⑩に過去３年間において該当していた者
⑫上記①～⑪に該当する者が重要な地位（役員および部長職以上の使用人またはそれらと同格とみなされ

る役職）にある場合は、その者の配偶者及び２親等以内の親族
（注）

*1　業務執行者：業務執行取締役、執行役、その他の法人等の業務を執行する役員、業務を執行する社員、使用人
*2　主要な取引先：取引高が取引元の直近事業年度における連結売上高の2％を超える取引先
*3　大株主：直接保有、間接保有を含む議決権保有割合が10％以上である株主
*4　多額：その者が個人の場合は年間1,000万円を超える額、法人、組合等の団体の場合にはその者の年間の総収入の2％を超える

額

8
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第３号議案 補欠監査役１名選任の件
　2017年６月23日開催の第43回定時株主総会において補欠監査役に選任された金馬房雄氏の選任の効力
は、本総会の開始の時までとされておりますので、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、
改めて補欠監査役１名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案については、監査役会の同意を得ております。
　補欠の監査役候補者は、次のとおりであります。

候 補 者
き ん

金
 

　
ま

馬
 

　
ふ さ

房
 

　
お

雄
（1948年７月８日生）

所有する当社の株式数

－株

略歴、当社における地位
1971年 ４ 月 日新電機㈱入社
1998年 ６ 月 同社海外事業部長
2001年 ６ 月 同社マーケッティング推進室長
2002年 ６ 月 同社プラント建設事業部長
2004年 ９ 月 同社九州支店長
2006年 ４ 月 同社経営監査室長
2008
2016
2018

年
年
年

６
5
5

月
月
月

同社常勤監査役
一般社団法人　監査懇話会理事、監査ｾﾐﾅｰ委員長（現任）
一般社団法人　監査懇話会副会長・監査部会長（予定）

重要な兼職の状況

補欠の社外監査役候補者とした理由
金馬房雄氏は、広範な事業分野に対する深い造詣、海外監査を含めた監査役としての豊富な経験を有しており、当社の社外監査役と
して適任と判断し、補欠の社外監査役として選任をお願いするものであります。

(注) １．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．金馬房雄氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
３．金馬房雄氏が監査役に就任した場合には、会社法第427条第１項の規定に基づき、同氏との間で同法第423条第１項の損害賠

償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、その職務を行うにつき善意で
重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額といたします。

以　上
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（添付書類）

事業報告（2017年４月１日から2018年３月31日まで）

１ 企業集団の現況
(１) 当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
　　当連結会計年度における世界経済は、一部地域の地政学リスクがあるものの、全体としては堅調に推

移しました。米国では、今後の政策動向並びに金融資本市場の変動の影響等に留意する必要があるもの
の、景気は着実に回復が続いております。一方、欧州でも、英国のＥＵ離脱問題等、地域によるバラつ
きはあるものの、景気は緩やかな回復基調となっております。中国では、各種政策効果もあり、内外需
要が堅調に推移し、当面は景気減速からの持ち直しの動きが続くものと見込まれております。
　また日本経済においては、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響はあるものの、好調な企
業収益を背景に設備投資の増加や、雇用・所得環境の改善、個人消費の持ち直しが続くなかで、各種政
策効果もあり、景気は緩やかな回復が続くものと見込まれております。
　このような環境のなかで当社グループは、2016年４月よりスタートした中期経営計画「バリュークリ
エーション2020」の目標達成に向け、当社グループのＤＮＡである創業者精神『パンチスピリット』を
結集し、「販売５極体制の確立」「お客様サービスの向上」「高収益事業の推進とＲ＆Ｄ強化」及び「働
き方改革」の４つの重点経営課題に取組んでおり、ベトナム工場での半製品の生産開始、米国販売拠点
の営業開始、大連工場増設等、各種施策は着実に進捗しております。
　当連結会計年度における業績につきましては、日本では、自動車関連、電子部品・半導体関連が年間
を通して堅調に推移したことに加え、新規分野である食品・飲料関連、医療関連が売上を底上げする形
で受注を伸ばし、前期を上回る売上となりました。中国では、引き続き自動車関連と電子部品・半導体
関連が好調に推移し、高付加価値の戦略製品も大きく伸長、また、その他の地域においても、欧州を中
心に売上が好調を維持し、前期を上回りました。
　この結果、国内売上高は17,153百万円、海外売上高は23,871百万円となり、連結売上高は41,025百
万円（前期比11.9％増）となりました。
　利益面につきましては、デジタルエンジニアリング（リバースエンジニアリング）事業拡大に伴う設
備投資や研究開発投資の減価償却費等による販管費の増加はあったものの、売上が増加したことによる
利益増に加えて、工場の稼働アップによる原価率の良化により、営業利益は2,843百万円（前期比42.8％
増）、経常利益は2,731百万円（前期比45.7％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は1,788百万円
（前期比30.0％増）となりました。
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売上高 営業利益

366億4千万円 ▶ 410 億 2千万円 19億9千万円 ▶ 28 億 4千万円
  （第43期）　  （第44期） （第43期）　　（第44期）

前期比 ＋11.9 ％ 前期比 ＋42.8 ％

経常利益 親会社株主に帰属する当期純利益

18億7千万円 ▶ 27 億 3千万円 13億7千万円 ▶ 17 億 8千万円
（第43期）　　（第44期） （第43期）　　（第44期）

前期比 ＋45.7 ％ 前期比 ＋30.0 ％

構成比
第44期

（単位：%）

日本
41.8

中国
49.0

アジア他
9.2

地域別売上高

構成比
第44期

（単位：%）

自動車
44.8

家電・精密機器
11.7

電子部品・半導体
19.3

その他
24.2

業種別売上高
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②　設備投資の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は2,776百万円で、その
主なものは次のとおりであります。

北 上 工 場 生産・技術開発設備の新設、拡充
宮 古 工 場 生産設備の新設、拡充
兵 庫 工 場 生産設備の新設、拡充
盤 起 工 業 （ 大 連 ） 有 限 公 司 生産・技術開発設備の新設、拡充
PUNCH INDUSTRY MANUFACTURING 
VIETNAM CO. LTD. 生産設備の新設

③　資金調達の状況
　当社は、当連結会計年度において、当社グループに対する貸付金見合いの資金調達を目的として取引
金融機関より539百万円の借入を行うとともに、資金調達の多様化の観点から、設備投資の一部323百
万円について、リース会社の割賦を利用し実施いたしました。
　また、シンジケート・コミットメントラインについて、契約期間を１年から３年へ変更するとともに
参加行の追加及び総枠の増額を実施いたしました。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当事項はありません。
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(２) 直前３連結会計年度の財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

区分 第41期
(2015年３月期)

第42期
(2016年３月期)

第43期
(2017年３月期)

第44期
(当連結会計年度)
(2018年３月期)

売 上 高 (千円) 34,392,884 36,755,858 36,648,955 41,025,203
経 常 利 益 (千円) 1,617,178 1,666,659 1,874,324 2,731,763
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 (千円) 1,188,099 1,249,196 1,375,891 1,788,989

１株当たり当期純利益 (円) 130.91 112.94 62.49 81.61
総 資 産 (千円) 29,623,834 27,337,639 29,451,971 32,560,683
純 資 産 (千円) 14,205,361 13,999,446 14,176,360 16,174,751
１株当たり純資産額 (円) 1,283.75 1,264.64 646.25 736.64

（注）2018年１月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われた
ものと仮定して、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額を算定しております。

第42期第41期

36,75534,392

第43期

36,648

第44期
（当期）

41,025

売上高 （単位：百万円）

第42期

1,6661,617

第41期 第43期

1,874

第44期
（当期）

2,731

経常利益 （単位：百万円）

第42期

1,2491,188

第41期 第43期

1,375

第44期
（当期）

1,788

親会社株主に帰属する当期純利益 （単位：百万円）

第42期第41期

13,999

27,337

14,205

29,623

第43期

14,176

29,451

第44期
（当期）

16,174

32,560

総資産／純資産 （単位：百万円）
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②　当社の財産及び損益の状況

区分 第41期
(2015年３月期)

第42期
(2016年３月期)

第43期
(2017年３月期)

第44期
(当事業年度)
(2018年３月期)

売 上 高 (千円) 17,183,130 17,303,868 17,240,121 18,233,296
経 常 利 益 (千円) 681,440 851,064 531,939 802,165
当 期 純 利 益 (千円) 555,396 623,575 403,438 560,542
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) 61.20 56.38 18.32 25.57
総 資 産 (千円) 19,909,964 18,188,866 19,770,271 20,342,040
純 資 産 (千円) 8,040,250 8,357,677 8,400,751 8,684,898
１株当たり純資産額 (円) 726.89 755.59 383.05 395.36

（注）2018年１月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたもの
と仮定して、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額を算定しております。

第42期

17,30317,183

第41期 第43期

17,240

第44期
（当期）

18,233

売上高 （単位：百万円）

第42期

851
681

第41期 第43期

531

第44期
（当期）

802

経常利益 （単位：百万円）

第42期

623555

第41期 第43期

403

第44期
（当期）

560

当期純利益 （単位：百万円）

第42期

8,357

18,188

8,040

19,909

第41期 第43期

8,400

19,770

第44期
（当期）

8,684

20,342

総資産／純資産 （単位：百万円）
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(３) 対処すべき課題
　当社グループを取り巻く経営環境は、全体としては緩やかな成長が続くことが期待されておりますが、米
国の政策や中国・アジア新興国経済の先行き等の不確実性、及び国際情勢の緊迫に伴う地政学的リスク等に
は引き続き留意が必要な状況であります。
　このような現状認識のもと、経営環境の変化に迅速に対応し、成長をより一層確実なものとするため、
2016年度から2020年度までの５ヵ年を計画期間とする中期経営計画「バリュークリエーション2020」を
推進し、２年目が終了しました。
　引き続き、「販売５極体制の確立」「お客様サービスの向上」「高収益事業の推進とＲ＆Ｄ強化」「働き
方改革」という４つの経営課題に取組んでまいります。

①　販売５極体制の確立
　「日本」及び「中国」では新分野での高付加価値製品の生産及び拡販、「その他」では東南アジアで
の事業拡大及び欧州での販路拡大、また2017年４月に営業を開始した米国販売拠点では、新規顧客開
拓による販路拡大を目指します。

②　お客様サービスの向上
　お客様よりご好評をいただいている「リバースエンジニアリング」を、新たに「デジタルエンジニア
リングサービス」としてリニューアル。さらなる技術力の向上を図り、お客様からのご要望が多かった
「３ＤＣＡＤデータ作成」「リバースエンジニアリングによる部品再現」「品質保証用検査データ作成」
等のサービス強化を目指します。

③　高収益事業の推進とＲ＆Ｄ強化
　ベトナム工場の第１フェーズ（半製品生産）をしっかりと軌道に乗せて行くと同時に、2019年度の
第２フェーズ（完成品生産）立ち上げに向けて着実な「仕込み」を行います。これにより、当社グルー
プ生産体制の最適化を図り、コスト低減とリスク分散により、総合的な高収益化を実現してまいります。
またＲ＆Ｄ強化により、高付加価値分野へのシフトを加速するとともに、そのための生産体制の最適化
の検討を本格化させてまいります。

④　働き方改革
　社員の「意識改革」、仕事の「生産性向上」を通じて、最適なワークライフバランスの実現やダイバ
ーシティの推進を図り、企業価値を向上させることで、ステークホルダーの皆様に様々な形で貢献して
いくとともに、世界の人々の豊かな暮らしを支える縁の下の力持ちとして存在感あるパンチグループを
目指します。

　株主の皆様におかれましては、引き続き格別のご支援を賜りたくお願い申しあげます。
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(４) 重要な親会社及び子会社の状況 （2018年３月31日現在）

①　親会社の状況
　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況
会社名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容

株式会社ピンテック 10,000千円 100％
(－) 金型用部品製造販売

盤起工業（大連）有限公司 32,500千米ﾄﾞﾙ 100％
(－) 金型用部品製造販売

盤起工業（瓦房店）有限公司 680,000千円 100％
(75％) 金型用部品製造販売

盤起工業（無錫）有限公司 150,000千円 100％
(75％) 金型用部品製造販売

盤起工業（東莞）有限公司 300,000千円 100％
(75％) 金型用部品製造販売

盤起弾簧（大連）有限公司 240,000千円 100％
(75％) 金型用部品製造販売

PUNCH INDUSTRY INDIA PVT. LTD. 100,000千ｲﾝﾄﾞﾙﾋﾟｰ 100％
(0.1％) 金型用部品販売

PUNCH INDUSTRY MALAYSIA SDN. BHD. 9,000千ﾘﾝｷﾞｯﾄ 100％
(－) 金型用部品製造販売

PUNCH INDUSTRY SINGAPORE PTE. LTD. 50千ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙﾄﾞﾙ 100％
(100％) 金型用部品販売

PUNCH INDUSTRY VIETNAM CO. LTD. 150千米ﾄﾞﾙ 100％
(100％) 金型用部品販売

PT. PUNCH INDUSTRY INDONESIA 5,833,800千ﾙﾋﾟｱ 60％
(60％) 金型用部品販売

PUNCH INDUSTRY MANUFACTURING 
VIETNAM CO. LTD. 8,400千米ﾄﾞﾙ 100％

(－) 金型用部品製造販売

PUNCH INDUSTRY USA INC. 300千米ﾄﾞﾙ 100％
(－) 金型用部品販売

(注) 議決権比率欄の（　）内数字は、間接所有割合を内数で示しております。

(５) 主要な事業内容 （2018年３月31日現在）

事業内容 主要製品

金 型 用 部 品 事 業
プラスチック金型用部品
プレス金型用部品
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(６) 主要な営業所及び工場 （2018年３月31日現在）

①　当社
本 社 東京都品川区

支 店
（ 1 0 支 店 ）

仙台（宮城県仙台市） 宇都宮（栃木県宇都宮市）
北関東（埼玉県さいたま市） 関東（神奈川県横浜市）
長野（長野県上田市） 名古屋（愛知県名古屋市）
京都（京都府京都市） 大阪（大阪府守口市）
広島（広島県広島市） 福岡（福岡県福岡市）

営 業 所
（ ２ 営 業 所 ）

北上（岩手県北上市）
金沢（石川県金沢市）

工 場
（ ３ 工 場 ）

北上工場（岩手県北上市）
宮古工場（岩手県宮古市）
兵庫工場（兵庫県加西市）

物 流 セ ン タ ー 東京ロジスティクスセンター（神奈川県横浜市）
（注）2018年３月23日をもって、新潟営業所は北関東支店に業務を移管し閉鎖いたしました。

②　子会社
株式会社ピンテック 山形県山形市
盤起工業（大連）有限公司 中国　遼寧省大連市
盤起工業（瓦房店）有限公司 中国　遼寧省大連瓦房店市
盤起工業（無錫）有限公司 中国　江蘇省無錫市
盤起工業（東莞）有限公司 中国　広東省東莞市
盤起弾簧（大連）有限公司 中国　遼寧省大連市
PUNCH INDUSTRY INDIA PVT. LTD. インド　チェンナイ
PUNCH INDUSTRY MALAYSIA SDN. BHD. マレーシア　ペナン
PUNCH INDUSTRY SINGAPORE PTE. LTD. シンガポール
PUNCH INDUSTRY VIETNAM CO. LTD. ベトナム　ホーチミン
PT. PUNCH INDUSTRY INDONESIA インドネシア　ジャカルタ
PUNCH INDUSTRY MANUFACTURING 
VIETNAM CO. LTD.

ベトナム　ビンズン省

PUNCH INDUSTRY USA INC. 米国　イリノイ州

17
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(７) 使用人の状況 （2018年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況
事業区分 使用人数 前事業年度末比増減

国 内 事 業 1,047名 23名増
海 外 事 業 3,251名 316名増
合 計 4,298名 339名増

(注) 臨時従業員の総数は従業員数の100分の10未満であるため記載は省略しております。
②　当社の使用人の状況

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
968名 23名増 39.1歳 12.9年

(８) 主要な借入先の状況（2018年３月31日現在）

借入先 借入額
株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 2,512,894千円
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,696,292千円
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,158,312千円

（注）株式会社三菱東京UFJ銀行は2018年４月１日をもって株式会社三菱UFJ銀行へ商号変更しております。

(９) その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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２ 会社の現況
(１) 株式の状況（2018年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 80,000,000株
　　（注）2018年１月１日付にて実施した株式分割（１株を

２ 株 に 分 割 ） に 伴 い 、 発 行 可 能 株 式 総 数 は
40,000,000株増加しております。

②　発行済株式の総数 22,122,400株
　　（注）株式分割（１株を２株に分割）の実施により、発行

済株式の総数は11,061,200株増加しておりま
す。

③　株主数 5,321名
④　大株主（上位10名）

所有者別
株式分布
（単位：%）

個人・その他
49.62

外国法人等
13.58

その他国内法人
10.69

金融機関
24.08

金融商品取引業者
2.03

株主名 持株数 持株比率
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（信託口） 2,753,000株 12.56％

エ ム ・ テ ィ 興 産 株 式 会 社 2,180,000株 9.94％

森 久 保 　 有 　 司 1,644,000株 7.50％

森 久 保 　 哲 　 司 1,300,000株 5.93％

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社
（信託口） 1,035,700株 4.72％

パ ン チ 工 業 従 業 員 持 株 会 978,000株 4.46％

BNYMSANV RE BNYMSANVDUB RE
YUKI ASIA 747,500株 3.41％

神 　 庭 　 道 　 子 436,000株 1.99％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（信託口５） 315,100株 1.44％

能 　 村 　 光 　 勇 300,000株 1.37％

(注) 持株比率は自己株式（200,098株）を控除して計算しております。
　　 持株比率は小数点第３位を四捨五入しております。
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⑤　その他株式に関する重要な事項
　2017年11月10日開催の取締役会決議により、2018年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合
で株式分割を行いました。

(２) 新株予約権等の状況
　①当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

第1回新株予約権 第2回新株予約権

発行決議日 2016年６月22日 2017年７月12日

新株予約権の数 80個 141個

保有人数
　　当社取締役（社外取締役を除く） 3名 3名

新株予約権の目的となる株式の種類と数
普通株式　16,000株
（新株予約権1個につき200株）

普通株式　28,200株
（新株予約権1個につき200株）

新株予約権の払込金額
新株予約権と引換えに払い込
みは要しない

新株予約権と引換えに払い込
みは要しない

新株予約権の行使価額 1株当たり1円 1株当たり1円

新株予約権の行使期間
2018年７月８日から
2038年７月７日まで

2019年７月28日から
2039年７月27日まで

新株予約権の行使条件

①新株予約権の行使時において当社の取締役、執行役員又は従業
員のいずれかの地位にあることを要す。ただし、任期満了による
退任、定年退職、その他正当な理由がある場合は、この限りでは
ない。
②新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。
③その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結す
る新株予約権割当契約に定めるところによる。

（注） 2018年１月１日付で行った１株を２株とする株式分割により、「新株予約権の目的となる株式の数」は調整されております。
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　②当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況

第2回新株予約権

発行決議日 2017年７月12日

新株予約権の数 95個

保有人数
　　当社執行役員（取締役を除く） 7名

新株予約権の目的となる株式の種類と数
普通株式　19,000株
（新株予約権1個につき200株）

新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに払い込みは要しない

新株予約権の行使価額 1株当たり1円

新株予約権の行使期間 2019年７月28日から2039年７月27日まで

新株予約権の行使条件

①新株予約権の行使時において当社の取締役、執行役員
又は従業員のいずれかの地位にあることを要す。ただ
し、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由
がある場合は、この限りではない。
②新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認め
ない。
③その他の条件については、当社と新株予約権者との間
で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。

（注） 2018年１月１日付で行った１株を２株とする株式分割により、「新株予約権の目的となる株式の数」は調整されております。

　③その他新株予約権等に関する重要な事項
　　該当事項はありません。
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(３) 会社役員の状況
①　取締役及び監査役の状況（2018年３月31日現在）

会社における地位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況
代 表 取 締 役 武 　 田 　 雅 　 亮 経営戦略・情報システム管掌

取 締 役 真 　 田 　 保 　 弘 事業統括管掌

取 締 役 村 　 田 　 隆 　 夫 管理・リスクマネジメント・コーポレートガバナンス管掌

取 締 役 横 　 山 　 　 　 茂

取 締 役 三 　 橋 　 友 紀 子 弁護士
株式会社ＡＯＩ　Ｐｒｏ.　社外取締役

常 勤 監 査 役 木 　 對 　 紀 　 夫

常 勤 監 査 役 杉 　 田 　 　 　 進

監 査 役 安 　 藤 　 良 　 一 弁護士

監 査 役 松 　 江 　 頼 　 篤 弁護士
東京都庁非常勤職員（法律相談担当）

(注) １．取締役横山茂氏及び三橋友紀子氏は、社外取締役であります。
　　 ２．監査役安藤良一氏及び松江頼篤氏は、社外監査役であります。

３．監査役木對紀夫氏は、長年にわたり当社の経理部に在籍し、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
４．当社は、横山茂氏、三橋友紀子氏及び松江頼篤氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出

ております。
５．2018年４月１日付で取締役の管掌を以下のとおり変更しております。

会社における地位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況
代 表 取 締 役 武 　 田 　 雅 　 亮 経営監査・経営戦略・情報システム管掌
取 締 役 真 　 田 　 保 　 弘 事業統括管掌
取 締 役 村 　 田 　 隆 　 夫 管理・コーポレートガバナンス管掌
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６．当社は執行役員制度を導入しております。2018年４月１日現在の執行役員は以下のとおりであります。
会社における地位 氏　名 担　当

社 長 執 行 役 員
最高経営責任者（CEO） 武 　 田 　 雅 　 亮

常 務 執 行 役 員
最高執行責任者(COO) 真 　 田 　 保 　 弘

上 席 執 行 役 員
最高財務責任者（CFO） 村 　 田 　 隆 　 夫

上 席 執 行 役 員 高 　 梨 　 　 　 晃 製造本部長　兼　営業本部長
盤起工業（大連）有限公司　董事長

執 行 役 員 久 　 米 　 　 　 信 PUNCH INDUSTRY MALAYSIA SDN. BHD. Senior Director

執 行 役 員 藤 　 澤 　 　 　 宏 管理本部長　兼　情報システム室長

執 行 役 員 森 久 保 　 博 　 久 PUNCH INDUSTRY USA INC. 代表取締役

執 行 役 員 森 久 保 　 哲 　 司 PUNCH INDUSTRY MALAYSIA SDN. BHD. 代表取締役

執 行 役 員 衣 　 松 　 秀 　 樹 経営戦略室長

執 行 役 員 河 　 野 　 　 　 稔 経営監査室長

23
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②　責任限定契約の内容の概要
　当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する
契約を締結することができる旨を定款に規定しており、社外取締役横山茂氏、三橋友紀子氏並びに、
社外監査役安藤良一氏、松江頼篤氏との間で、責任限定契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役または社外監査役が、その職務を行うにつ
き善意で重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。

③　取締役及び監査役の報酬等の決定に関する方針等
　当社は、「世界のものづくりを支えるパンチグループとして、会社の持続的な成長と中長期的な企
業価値の向上のため、株主利益との整合性を保ちつつ、各役員への会社業績向上に向けた効果的かつ
タイムリーな動機づけがなされるとともに、優秀な人材を経営陣として確保することが出来るような
報酬体系とする。」ことを基本方針としております。
　業務執行取締役の報酬は、固定報酬、業績連動賞与、株式報酬の３つで構成し、一方、社外取締役
の報酬は、固定報酬のみとしております。
　報酬制度の客観性・透明性を高めるため、取締役の報酬については取締役会の諮問機関である指名・
報酬諮問委員会で審議を行ったうえで、取締役会にて決定しております。また、監査役の報酬につい
ては、監査役会にて決定しております。

④　取締役及び監査役の報酬等

区分 員数 報酬等の総額
報酬等の種類別総額

固定報酬 業績連動賞与 ストック・オプション
取 締 役
（うち社外取締役）

5名
(2）

91,577千円
(10,563)

69,255千円
(10,563)

14,733千円
(－)

7,589千円
(－)

監 査 役
（うち社外監査役）

4名
(2）

54,885千円
(13,242)

54,885千円
(13,242) (－) (－)

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

9名
(4)

146,462千円
（23,805）

124,140千円
(23,805)

14,733千円
(－)

7,589千円
（－）

(注) １．取締役の報酬限度額は、2016年６月22日開催の第42回定時株主総会において、年額400,000千円以内と決議いただいてお
ります。また、別枠で、2016年６月22日開催の第42回定時株主総会において、ストック・オプション報酬額として年額
100,000千円以内と決議いただいております。

２．監査役の報酬限度額は、2016年６月22日開催の第42回定時株主総会において、年額80,000千円以内と決議いただいており
ます。

３．業績連動賞与は、当事業年度（2018年３月期）の業績に基づく引当額を記載しております。
４．ストック・オプションの額は、2016年７月７日及び2017年７月27日にストック・オプションとして割り当てた新株予約権

に係る当事業年度における費用計上額を記載しております。
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⑤　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

取締役三橋友紀子氏は、株式会社ＡＯＩ　Ｐｒｏ．の社外取締役であります。当社と兼職先との間
には特別の関係はありません。
監査役松江頼篤氏は、東京都庁非常勤職員であります。当社と兼職先との間には特別の関係はあり
ません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

役職及び氏名 取締役会
出席回数

監査役会
出席回数 活動状況

社外取締役 横　山　　　茂 14回/14回 －

金融機関で培った豊富な経験、内部監査及び内
部統制分野での秀でた知見から、取締役会にお
いて、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を
確保するための発言を行っております。
また、取締役会議長、任意の指名・報酬諮問委
員会の委員を務めております。

社外取締役 三　橋　友紀子 14回/14回 －

弁護士及び他社社外取締役としての経験か
ら、取締役会において、リスクマネジメント及
びダイバーシティの観点から発言を行ってお
ります。
また、任意の指名・報酬諮問委員会の委員を務
めております。

社外監査役 安　藤　良　一 14回/14回 18回/18回

弁護士としての専門的見地から、取締役会にお
いて、取締役会の意思決定の適正性を確保する
ための発言を行っております。また、監査役会
において、業務監査・内部統制監査について適
宜必要な発言を行っております。
さらに、任意の指名・報酬諮問委員会の委員長
を務めております。

社外監査役 松　江　頼　篤 14回/14回 18回/18回

弁護士としての専門的見地から、取締役会にお
いて、取締役会の意思決定の適正性を確保する
ための発言を行っております。また、監査役会
において、業務監査・内部統制監査について適
宜必要な発言を行っております。
さらに、任意の指名・報酬諮問委員会の委員を
務めております。
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(４) 会計監査人の状況
①　名称　　　　　　　　　　ＰｗＣあらた有限責任監査法人

②　報酬等の額
報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 32,000千円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 32,000千円

(注) １．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に
区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載して
おります。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況の妥当性を確認し、報酬見積りの算出根拠等が適切であ
るかどうかについて検討した結果、会計監査人の報酬等の額は妥当であると判断し同意いたしました。

３．当社の子会社のうち、盤起工業（大連）有限公司他３社は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているプラ
イスウォーターハウスクーパースのメンバーファームに対して、監査証明業務に相当すると認められる業務に基づく報酬を支
払っております。

③　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主
総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役
会は監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、
解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたしま
す。
　なお、取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、
会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的とすることを監査役会に請求し、監査役会はその
適否を判断したうえで、株主総会に提出する議案の内容を決定いたします。
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(５) 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　（業務の適正を確保するための体制についての決定内容）
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保
するための体制について、取締役会の決定内容の概要は以下のとおりであります。

（最終改定日　2018年４月13日）
１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ．当社は企業活動の基本として、「経営理念」「企業ビジョン」「社訓」並びに「企業倫理規範」「行
動指針」を定め、法令・定款及び社会規範の遵守を経営の根幹に置き、取締役及び使用人はこれに
従って、職務の執行にあたるものとする。

ロ．「リスクマネジメント委員会」を設置し、リスクの的確な把握・評価と適切なコントロール等を行
うリスク管理体制を整備するとともに、法令遵守体制の整備・維持・向上の推進に努める。

ハ．内部監査部門を設置し、法令・定款・規則・規程等の遵守並びに業務執行状況について定期的に監
査を実施し、その結果を社長執行役員に報告するとともに、定期的に取締役会に報告し、監査役に
対し説明を行う。

ニ．取締役及び使用人を始め当社の利害関係者がコンプライアンス上の問題等を発見した場合に、通
報・相談を行うことができる内部通報制度を整備し、内部統制の維持と自浄プロセスの向上を図る
ものとする。なお、通報・相談は匿名を可能とし、通報者が不利益を被らないことを確保する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ．取締役の職務に係る情報につき、法令及び社内規程に定めるところに従い、適切に作成し、保存・

管理する。
ロ．取締役及び監査役は、いつでも、前項の情報を閲覧することができる。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ．経営活動上のリスク管理に関する基本方針及び体制を定め、この体制を整備・維持することによっ

て適切なリスク対応を図る。
ロ．不測の事態が発生した場合には、臨時のリスクマネジメント委員会を開催、状況に応じた迅速な対

応を行い、損害を極小化する体制を整える。
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４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ．経営の監視・監督と執行を分離し、経営陣による迅速な意思決定を可能とするため、執行役員制度

を強化し、執行役員の中から社長及びその他の役付執行役員を選定することにより、職務執行権限
と責任を執行役員へ委譲する。

ロ．取締役会は、毎月１回以上開催し、経営上の重要な事項について審議並びに意思決定を行うととも
に、執行役員以下の職務執行の状況を監督する。

ハ．全執行役員で構成する執行役員会を毎月１回以上開催し、取締役会から委任された事項の審議並び
に決定を行う。

ニ．業務分掌や職務権限等に関する各種社内規程を整備し、各役職者の権限及び責任の明確化を図り、
適正かつ効率的な職務の執行が行われる体制を構築する。

５．当社及びその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ．子会社管理に関する社内規程を整備し、また、子会社管理を管掌する執行役員を置くことにより、

子会社の業務執行を監視、監督し業務の適正を確保する。
ロ．子会社の経営活動上の重要な意思決定については、当社取締役会に報告し、承認を得て行うことと

する。
ハ．子会社の財政状態、経営成績及び重要な決定事項の当社への定期的な報告を義務付けるとともに、

重要な事象が発生した場合には、その都度報告を義務付ける。
ニ．当社は当社グループのリスク管理を担当する機関として、子会社を管掌する執行役員も委員となる

「リスクマネジメント委員会」を設置し、グループ全体のリスクマネジメント推進に係わる課題・
対応策を審議する。

ホ．当社は将来の事業環境を踏まえたグループ中期経営計画を適宜策定し、当該中期経営計画を具体化
するため、当社各部門及び子会社はそれぞれ重点施策を定め、グループ全体の目標達成に向け諸施
策を実行する。

ヘ．内部監査部門は、子会社の内部監査部門と密接に連携し、定期的に子会社の業務監査を実施し、そ
の結果を社長執行役員に報告するとともに、定期的に取締役会に報告し、監査役に対し説明を行う。

６．監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項
監査役の職務遂行を補助する監査役室を設置し、専任スタッフを配置する。

７．監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項
監査役室スタッフの人事考課は監査役が行い、異動・懲戒等に関しては、事前に監査役の同意を得る
ものとする。
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８．監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
監査役より監査業務に必要な命令を受けた監査役室スタッフは、他部署の使用人を兼務せず、もっぱ
ら監査役の指示命令に従うものとする。

９．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制並びに当社の子会社の取締役、監査役、使用人又は
これらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告するための体制

イ．取締役及び使用人は、監査役に対して法定の事項に加え、当社及び子会社の経営に重大な影響を及
ぼす可能性のある事項をすみやかに報告するものとする。

ロ．内部監査部門は、内部監査上の重要な指摘や課題事項を定期的に報告するものとする。また、内部
通報による通報内容等をすみやかに報告するものとする。

ハ．当社グループの取締役及び使用人は、当社監査役から業務執行に関する事項について報告を求めら
れたときは、すみやかに適切な報告を行わなければならない。

ニ．当社監査役へ当該報告を行ったことを理由として、報告者に対し不利な取扱いを行うことを禁止し、
その旨を周知徹底する。

10．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の執行について生
ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い等の請求をしたときは、担当部門におい
て審議のうえ、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場
合を除き、すみやかに当該費用又は債務を処理する。

11．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ．監査役及び監査役会は、会計監査人及び内部監査部門と緊密な連携を保ち、相互に牽制する関係を

構築し、効率的かつ効果的な監査を行う。
ロ．監査役は、代表取締役と定期的に意見交換を行う。
ハ．監査役は取締役会のほか、執行役員会その他の重要会議に出席し、重要な意思決定の過程及び業務

の執行状況を把握し、監査の実効性を高める。
12．財務報告の信頼性を確保するための体制

財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づく内部統制報告書の有効かつ適切な提出に
向け、内部統制が適正に機能することを継続的に評価できる体制を整備、維持する。
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13．反社会的勢力を排除するための体制
イ．反社会的勢力との取引排除に向けた基本的な考え方

①　当社の行動指針、社内規程等に明文の根拠を設け、役職員が一丸となって反社会的勢力の排除に
取組む。

②　反社会的勢力とは取引関係を含めて一切関係を持たない。また、反社会的勢力による不当要求は
一切拒絶する。

ロ．反社会的勢力との取引排除に向けた整備状況
①　反社会的勢力の排除を推進するため本社に統括管理部門を設置し、また、各拠点に不当要求対応

の責任者を配置する。
②　反社会的勢力への対応についての規程等を整備し、反社会的勢力排除のための体制構築に取組む。
③　取引先等については、反社会的勢力との関係に関して確認を行う。
④　反社会的勢力の該当有無の確認のため、外部関係機関等から得た反社会的勢力情報の収集に取組

む。
⑤　反社会的勢力からの不当要求に備え、平素から警察、弁護士等の外部専門機関と密接な連携関係

を構築する。

　（業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要）
　当社グループにおける業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。

１．コンプライアンスについて
　社長執行役員の直轄部門として内部監査部門を設置し、法令・定款・規則・規程等の遵守状況について
定期的に監査を実施しています。また、コンプライアンス上の問題を発見した場合に、通報・相談を行う
ことができる社内通報システム「パンチホットライン」を整備し、「内部通報制度規程」に基づき内部統
制維持と自浄プロセスの向上を図っております。さらに、社員一人一人が適正かつ公正な事業活動を行う
ことを目的として、ｅラーニングによるコンプライアンス教育を実施しております。

２．リスク管理体制について
　「リスク管理規程」に経営活動上のリスク管理に関する基本方針及び体制を定め、この体制を整備する
ことによって適切なリスク対応を図っております。当事業年度においては、四半期に一度リスクマネジメ
ント担当執行役員を委員長とする「リスクマネジメント委員会」を開催し、内部通報状況の確認、グルー
プ全体のリスクマネジメント推進に係わる課題・対応策を審議し、リスクの的確な把握・評価と適切なコ
ントロールを行っております。また、その結果を定期的に取締役会に報告しております。
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３．取締役の職務執行について
　当社は決議・決裁権限規程で取締役会、執行役員会、執行役員等の権限を明確に定めております。当事
業年度においては、取締役会を14回開催し、重要事項の決定、業務執行の状況の監督を行っております。
また、全執行役員で構成する執行役員会も14回開催し、迅速な意思決定を行う等、業務執行の効率性を確
保しております。

４．グループ会社経営管理体制について
　「関係会社管理規程」等の社内規程を整備し、子会社の経営活動上の重要な意思決定については、当社
取締役会の承認を得て行う体制としております。また、財政状態及び経営成績の当社への定期的な報告を
義務付けるとともに、月１回開催される子会社の重要会議に出席することによって、子会社の業務執行の
監視・監督を行っております。

５．監査役の職務執行について
　監査役は、当事業年度において監査役会を18回開催し、監査役会で定めた監査計画に基づき監査を実施
しております。また、取締役会に出席し必要に応じ意見を述べております。常勤監査役は執行役員会等の
重要会議への出席、国内事業所・海外子会社への往査、取締役・執行役員等への聴取等の業務監査を実施
し、社外監査役とも随時連携をとっております。また、会計監査人との意見交換、内部監査部門との情報
交換等を含めた監査業務全般を通じて、内部統制の構築・運用状況を確認しております。なお、監査役及
び監査役会の事務局は専任の補助使用人が当たり、監査役室の所属とし業務執行部門の組織から独立し、
補助使用人に関わる人事事項は監査役と事前協議の上、実施することとしております。

(６) 会社の支配に関する基本方針
　当社は現時点では、当該「基本方針」及び「買収防衛策」につきましては、特に定めておりませんが、大
量株式取得行為のうち、当社の企業価値及び株主共同の利益に資さないものについては適切な対応が必要と
考えており、今後法制度の整備や社会的な動向も見極めつつ慎重に検討してまいります。
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連結計算書類
連結貸借対照表 （2018年３月31日現在） （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

（資　産　の　部） （負　債　の　部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
の れ ん
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
退 職 給 付 に 係 る 資 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

21,129,473
3,770,968

12,095,626
2,211,322

694,598
1,519,868

287,242
606,363

△56,517
11,431,210
9,939,388
1,979,062
5,624,319

531,112
824,523
976,165

4,205
1,157,627

436,957
720,669
334,194

39,490
122,477
232,711

△60,484

流 動 負 債 12,649,908
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 3,625,252
電 子 記 録 債 務 971,895
短 期 借 入 金 3,124,517
１年内返済予定の長期借入金 605,914
未 払 法 人 税 等 219,833
賞 与 引 当 金 495,059
役 員 賞 与 引 当 金 14,733
そ の 他 3,592,702

固 定 負 債 3,736,024
長 期 借 入 金 2,151,692
厚生年金基金解散損失引当金 96,229
退 職 給 付 に 係 る 負 債 965,899
そ の 他 522,203

負 債 合 計 16,385,932
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 15,096,778
資 本 金 2,897,732
資 本 剰 余 金 2,626,732
利 益 剰 余 金 9,654,945
自 己 株 式 △82,633

その他の包括利益累計額 1,052,053
為 替 換 算 調 整 勘 定 1,163,531
退職給付に係る調整累計額 △111,478

新 株 予 約 権 17,624
非 支 配 株 主 持 分 8,295
純 資 産 合 計 16,174,751

資 産 合 計 32,560,683 負 債 ・ 純 資 産 合 計 32,560,683
(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書（2017年４月１日から2018年３月31日まで） （単位：千円）

科目 金額

売 上 高 41,025,203
売 上 原 価 29,367,030

売 上 総 利 益 11,658,172
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,814,665

営 業 利 益 2,843,506
営 業 外 収 益

受 取 利 息 37,549
受 取 配 当 金 8,935
作 業 く ず 売 却 益 35,941
そ の 他 53,473 135,900

営 業 外 費 用
支 払 利 息 105,206
為 替 差 損 81,176
そ の 他 61,260 247,643
経 常 利 益 2,731,763

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 5,520 5,520

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 124,360
厚生年金基金解散損失引当金繰入額 96,229
そ の 他 198 220,788

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,516,496
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 668,298
法 人 税 等 調 整 額 57,400 725,698
当 期 純 利 益 1,790,797
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,807
親会社株主に帰属する当期純利益 1,788,989

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書（2017年４月１日から2018年３月31日まで） （単位：千円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2 0 1 7 年 ４ 月 １ 日 　 残 高 2,897,732 2,626,732 8,156,426 △82,590 13,598,302
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △290,470 △290,470
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,788,989 1,788,989

自 己 株 式 の 取 得 △43 △43
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
連結会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － － 1,498,519 △43 1,498,475
2 0 1 8 年 ３ 月 3 1 日 　 残 高 2,897,732 2,626,732 9,654,945 △82,633 15,096,778

その他の包括利益累計額
新　株
予約権

非支配株主
持分

純資産
合計為替換算

調整勘定
退職給付に係る

調整累計額
その他の包括利益

累計額合計
2 0 1 7 年 ４ 月 １ 日 　 残 高 728,935 △159,987 568,947 3,506 5,604 14,176,360
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △290,470
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,788,989
自 己 株 式 の 取 得 △43
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
連結会計年度中の変動額（純額） 434,596 48,508 483,105 14,118 2,691 499,914

連結会計年度中の変動額合計 434,596 48,508 483,105 14,118 2,691 1,998,390
2 0 1 8 年 ３ 月 3 1 日 　 残 高 1,163,531 △111,478 1,052,053 17,624 8,295 16,174,751

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１ 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
(１) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の数 13社
主要な連結子会社の名称 盤起工業（大連）有限公司

②　非連結子会社の名称等
　該当事項はありません。

(２) 持分法の適用に関する事項
①　持分法適用の非連結子会社及び関連会社の数

　該当事項はありません。
②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社等の名称

　該当事項はありません。

(３) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

会社名 決算日
盤起工業（大連）有限公司 12月31日
盤起工業（瓦房店）有限公司 12月31日
盤起工業（無錫）有限公司 12月31日
盤起工業（東莞）有限公司 12月31日
盤起弾簧（大連）有限公司 12月31日
PUNCH INDUSTRY MALAYSIA SDN. BHD. 12月31日
PUNCH INDUSTRY SINGAPORE PTE. LTD. 12月31日
PUNCH INDUSTRY VIETNAM CO. LTD. 12月31日
PT. PUNCH INDUSTRY INDONESIA 12月31日
PUNCH INDUSTRY MANUFACTURING VIETNAM 
CO. LTD.

12月31日

PUNCH INDUSTRY USA INC. 12月31日
　連結計算書類の作成に当たっては、上記決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、１月１日から連結決
算日３月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

(４) 会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
その他有価証券
・時価のあるもの 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しておりま
す。

・時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。
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ロ．デリバティブ 時価法を採用しております。
ハ．たな卸資産

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。
・製品
　（受注生産品） 個別法を採用しております。
　（見込生産品） 総平均法を採用しております。
・商品、原材料 総平均法を採用しております。
・仕掛品 個別法を採用しております。
・貯蔵品 最終仕入原価法を採用しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く） 当社及び国内連結子会社は定率法を、また、在外連結子会社は主として

定額法を採用しております。
ただし、当社及び国内連結子会社が1998年４月１日以降に取得した建
物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物
附属設備及び構築物については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ３～35年
機械装置及び運搬具 ２～12年
工具、器具及び備品 ２～20年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く） 定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法によっております。
その他の無形固定資産については、主に定額法（10年）を採用してお
ります。

ハ．リース資産
・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用して
おります。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当連結会
計年度負担分を計上しております。

ハ．役員賞与引当金 役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当連結会計
年度負担分を計上しております。
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ニ．厚生年金基金解散損失引当金 厚生年金基金の解散に伴い発生する損失に備えるため、当該負担見込額
を計上しております。

（追加情報）
　当社が加入している「日本金型工業厚生年金基金」は、2017年９月13日開催の代議員会において、2018年11月
２日に解散し、同日に新たな年金制度に移行する方針を決定いたしました。
　この決定に対して、当社は2018年２月９日開催の取締役会において、同基金解散後の新たな年金制度には加入しな
いこと、また関連費用を計上することを決議いたしました。
　これにより、当連結会計年度の連結損益計算書の「特別損失」に厚生年金基金解散損失引当金繰入額96百万円、当
連結会計年度末の連結貸借対照表の「固定負債」に厚生年金基金解散損失引当金96百万円を計上しております。なお、
当該金額は現時点における見積金額です。
④　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま
す。なお、在外連結子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中
平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上
しております。

⑤　のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、20年以内の一定の年数で均等償却を行うこととしております。ただし、のれんの金額
に重要性が乏しい場合には、当該のれんが生じた連結会計年度の費用として処理することとしております。

⑥　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
イ．退職給付に係る会計処理の方法 従業員の退職給付に備えるため、当社は当連結会計年度末における見込

額に基づき、退職給付債務から年金資産を控除した額を計上しておりま
す。また、一部の連結子会社は、退職による期末要支給額を退職給付債
務として計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末まで
の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっておりま
す。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌
連結会計年度から費用処理しております。
過去勤務費用は、その発生時の連結会計年度において全額費用処理して
おります。
未認識数理計算上の差異については、税効果を調整のうえ、純資産の部
におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上
しております。

ロ．消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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２ 表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）
　前連結会計年度において独立掲記しておりました営業外収益の「雇用調整助成金」（当連結会計年度は6,718千円）
は金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度においては営業外収益の「その他」に含めて表示しております。

　前連結会計年度において独立掲記しておりました営業外費用の「開業費」（当連結会計年度は11,459千円）は金額的
重要性が乏しくなったため、当連結会計年度においては営業外費用の「その他」に含めて表示しております。

３ 連結貸借対照表に関する注記
(１) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産
建物及び構築物 190,838千円
土地 177,471千円
機械装置及び運搬具 62,490千円
　計 430,800千円

②　担保に係る債務
長期借入金 799,904千円
(注) 長期借入金には１年内返済予定の長期借入金が含まれております。

(２) 所有権留保等資産及び所有権留保付債務
①　所有権留保等資産

機械装置及び運搬具 429,745千円
工具、器具及び備品 16,933千円
　計 446,678千円

②　所有権留保付債務
割賦未払金 88,952千円
長期割賦未払金 360,859千円
　計 449,812千円

（注）割賦未払金は連結貸借対照表上流動負債の「その他」に含めて表示しており、また長期割賦未払金は連結貸
借対照表上固定負債の「その他」に含めて表示しております。

(３) 有形固定資産の減価償却累計額 15,254,829千円

(４) 取得価額から控除されている国庫補助金等の圧縮記帳額
建物及び構築物 67,562千円
機械装置及び運搬具 156,337千円
工具、器具及び備品 6,625千円
土地 44,802千円
無形固定資産（その他） 4,710千円
　計 280,036千円
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(５) 譲渡済手形債権買戻義務 243,820千円
（債権流動化による受取手形の譲渡高） （1,630,908千円）

(６) 財務制限条項
　当社は一部の借入金について、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行５行と財務制限条項が付されたロー
ン契約等を締結しております。契約及び財務制限条項の内容は次のとおりであります。

　シンジケート方式によるコミットメントライン契約
貸出コミットメントの総額 2,400,000千円
借入実行残高 －千円
未実行残高 2,400,000千円

　上記の契約の借入実行残高については、以下のとおり財務制限条項が付されており、これらの条項に一つでも抵
触した場合、当社は借入先からの通知により、期限の利益を喪失し、当該借入金を返済する義務を負っております。
イ．当社の当連結会計年度末における株主資本合計の金額が、前連結会計年度末又は第43期（2017年３月期）末
の株主資本合計の金額のいずれか大きい方の75％を下回らないこと。
ロ．当社の連結損益計算書において、２期連続経常損失を計上しないこと。

なお、2017年６月21日締結の電子記録債権決済サービス利用契約に下記の条項が付されております。
　電子記録債権決済サービス利用契約

極度額 2,000,000千円
発生済残高 189,796千円
未使用残高 1,810,204千円

　上記の発生済残高の内、割引譲渡された電子記録債権について以下のとおり財務制限条項が付されております。
これらの条項に一つでも抵触し且つ契約先から期日前請求があった場合、当社は当該請求に対し支払義務を負って
おります。
イ．当社の当連結会計年度末における純資産の部合計の金額が、前連結会計年度末又は第42期（2016年３月期）
末の純資産の部合計の金額のいずれか大きい方の75％を下回らないこと。
ロ．当社の連結損益計算書において、２期連続経常損失を計上しないこと。

４ 連結損益計算書に関する注記
一般管理費に含まれる研究開発費 367,699千円
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５ 連結株主資本等変動計算書に関する注記
(１) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首の株式数（株） 当連結会計年度増加株式数（株） 当連結会計年度減少株式数（株） 当連結会計年度末の株式数（株）
普通株式（注）1.２ 11,061,200 11,061,200 － 22,122,400

(２) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首の株式数（株） 当連結会計年度増加株式数（株） 当連結会計年度減少株式数（株） 当連結会計年度末の株式数（株）
普通株式（注）1.３ 100,049 100,049 － 200,098

（注）１.2018年１月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。
２.普通株式の発行済株式の増加株式数の内訳

株式分割による増加　　11,061,200株
３.普通株式の自己株式の増加株式数の内訳

株式分割による増加　　100,049株

(３) 剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額（千円） １株当たり配当額（円） 基準日 効力発生日
2017年６月23日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 142,494 13.0 2017年３月31日 2017年６月26日

2017年11月10日
取 締 役 会 普 通 株 式 147,975 13.5 2017年９月30日 2017年12月11日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
　次のとおり決議を予定しております。

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額（千円） １株当たり配当額（円） 基準日 効力発生日
2018年６月26日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 219,223 10.0 2018年３月31日 2018年６月27日
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６ 金融商品に関する注記
(１) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、設備投資計画等に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的な余資
は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブは、後
述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金、貸付金は、顧客及び貸付先の信用リスクに晒されております。また、当社
が海外で事業を行うにあたり生じる営業債権は、為替の変動リスクを回避するため、円建てとすることを原則とし、
一部については先物為替予約を利用しております。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、発行元の業績変動による価値の変動リスクに晒
されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、そのほとんどが６ヶ月以内の支払期日であります。営業
債権と同様、海外の取引先に対しても円建て取引を原則とし、為替の変動リスクを回避しております。
　借入金及び割賦は、主に運転資金及び設備投資等に係る資金調達を目的としたものであり、返済日は最長で決算
日後約６年であります。このうち短期のものの一部は、金利の変動リスクに晒されておりますが、長期のものにつ
いては、固定金利とすることにより、金利の変動リスクを回避しております。
　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務及び外貨建金銭債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目
的とした先物為替予約及び通貨オプション取引であります。
　在外連結子会社の一部においては、売掛金等の外貨建営業債権、買掛金等の外貨建営業債務、借入金等の外貨建
金銭債務を有しており、為替の変動リスクに晒されております。これについては、取引通貨の分散等の方法により、
リスクの回避を図っております。

③　金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、債権管理規程等に従い、営業債権等について、営業管理部等が主要な取引先の状況を定期的
にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早
期把握や軽減を図っております。
　デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクはほとん
どないと認識しております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社は、営業債権債務等について円建てを原則とし、一部については先物為替予約を利用することにより、為
替の変動リスクを回避しております。また、長期借入金に係る支払金利を固定金利としているため、金利の変動
リスクのほとんどを回避しております。
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　デリバティブ取引の執行・管理については、デリバティブ取引規程に従い、担当部署が決裁担当者の承認を得
て行うよう定めております。
　なお、連結子会社においては、売掛金等の外貨建営業債権、買掛金等の外貨建営業債務、借入金等の外貨建金
銭債務を有しており、為替の変動リスク及び金利の変動リスクに晒されておりますが、取引通貨の分散やデリバ
ティブ取引により為替及び金利の変動リスクの最小化を図っております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ
ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、
当該価額が変動することがあります。また、デリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリ
バティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

(２) 金融商品の時価等に関する事項
　2018年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、
時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

連結貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）
(１) 現金及び預金 3,770,968 3,770,968 －
(２) 受取手形及び売掛金 12,095,626

貸倒引当金 (*1) △56,380
12,039,246 12,039,246 －

資産計 15,810,214 15,810,214 －
(１) 支払手形及び買掛金 3,625,252 3,625,252 －
(２) 電子記録債務 971,895 971,895 －
(３) 短期借入金 3,124,517 3,124,517 －
(４) 長期借入金 2,757,606 2,828,567 70,961

負債計 10,479,271 10,550,232 70,961
デリバティブ取引 (*2) (1,433) (1,433) －

(*1). 受取手形及び売掛金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
(*2). デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については（　）で

示しております。
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(注) １．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資　産
(１) 現金及び預金、(２) 受取手形及び売掛金
　これらは短期で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって
おります。
　なお、受取手形及び売掛金については、信用リスクを個別に把握することが極めて困難なため、貸倒引当金を
信用リスクとみなし、時価を算定しております。

負　債
(１) 支払手形及び買掛金、(２) 電子記録債務、(３) 短期借入金
　これらは短期で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって
おります。
(４) 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）
　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に
より算定しております。

デリバティブ取引
（１） ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

通貨関連

区分 取引の種類 契約金額
（千円）

契約額等の
うち1年超
（千円）

時価
（千円）

評価損益
（千円）

市場取引以外の取引

通貨オプション取引
　買建
　　米ドル
　売建
　　米ドル

2,687,140

2,687,140

－

－

45,888

△47,322

45,888

△47,322
合計 5,374,280 － △1,433 △1,433
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非 上 場 株 式 12,772
３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内（千円） １年超５年以内（千円） ５年超10年以内（千円） 10年超（千円）
現 金 及 び 預 金 3,770,968 － － －
受取手形及び売掛金 12,095,626 － － －
合 計 15,866,595 － － －
４．短期借入金及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

１年以内（千円） １年超２年以内（千円） ２年超３年以内（千円） ３年超４年以内（千円） ４年超５年以内（千円） ５年超（千円）
短 期 借 入 金 3,124,517 － － － － －
長 期 借 入 金
(１年内返済予定の長期借入金を含む) 605,914 493,764 897,276 343,304 278,664 138,684

合 計 3,730,431 493,764 897,276 343,304 278,664 138,684

７ １株当たり情報に関する注記
(１) １株当たり純資産額 736円64銭
(２) １株当たり当期純利益 81円61銭
(注）2018年１月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたも

のと仮定して、１株当たり当期純利益を算定しております。

８ 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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計算書類
貸借対照表 （2018年３月31日現在） （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

（資　産　の　部） （負　債　の　部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
関 係 会 社 出 資 金
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
破 産 更 生 債 権 等
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
前 払 年 金 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

8,755,818
192,090
858,551

2,890,938
739,344
124,084
363,814

2,365
43,823

213,960
3,183,835

147,003
△3,992

11,586,222
3,626,725

914,599
28,892

1,780,791
756

205,874
685,164

646
10,000

222,973
220,067

2,906
7,736,523

12,772
2,045,665

6,195
4,582,896

23,443
249,098

5,354
554,394
204,161
81,388

△28,847

流 動 負 債 8,041,471
支 払 手 形 1,552,096
買 掛 金 1,207,345
短 期 借 入 金 3,124,517
１年内返済予定の長期借入金 605,914
リ ー ス 債 務 622
未 払 金 681,342
未 払 費 用 150,334
未 払 法 人 税 等 86,610
前 受 金 5,464
預 り 金 23,655
賞 与 引 当 金 467,853
役 員 賞 与 引 当 金 14,733
そ の 他 120,981

固 定 負 債 3,615,670
長 期 借 入 金 2,151,692
退 職 給 付 引 当 金 902,090
厚生年金基金解散損失引当金 96,229
資 産 除 去 債 務 104,798
そ の 他 360,859

負 債 合 計 11,657,142
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 8,667,273
資 本 金 2,897,732
資 本 剰 余 金 2,626,732

資 本 準 備 金 2,626,732
利 益 剰 余 金 3,225,441

利 益 準 備 金 63,970
そ の 他 利 益 剰 余 金 3,161,471

別 途 積 立 金 210,000
繰 越 利 益 剰 余 金 2,951,471

自 己 株 式 △82,633
新 株 予 約 権 17,624
純 資 産 合 計 8,684,898

資 産 合 計 20,342,040 負 債 ・ 純 資 産 合 計 20,342,040
(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書 （2017年４月１日から2018年３月31日まで） （単位：千円）

科目 金額

売 上 高 18,233,296
売 上 原 価 13,322,220

売 上 総 利 益 4,911,076
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,625,965

営 業 利 益 285,111
営 業 外 収 益

受 取 利 息 75,771
受 取 配 当 金 571,535
そ の 他 39,966 687,273

営 業 外 費 用
支 払 利 息 106,465
為 替 差 損 23,166
そ の 他 40,586 170,218
経 常 利 益 802,165

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 4,803 4,803

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 50,388
厚生年金基金解散損失引当金繰入額 96,229 146,618

税 引 前 当 期 純 利 益 660,351
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 179,385
法 人 税 等 調 整 額 △79,577 99,808
当 期 純 利 益 560,542

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書 （2017年４月１日から2018年３月31日まで） （単位：千円）

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

自己株式資本
準備金

資本剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計別途積立金 繰越利益剰余金

2017年４月１日　残高 2,897,732 2,626,732 2,626,732 63,970 210,000 2,681,399 2,955,369 △82,590
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △290,470 △290,470 －
当 期 純 利 益 560,542 560,542 －
自 己 株 式 の 取 得 △43
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － － － － 270,071 270,071 △43
2018年３月31日　残高 2,897,732 2,626,732 2,626,732 63,970 210,000 2,951,471 3,225,441 △82,633

株主資本
合計 新株予約権 純資産

合計
2017年４月１日　残高 8,397,244 3,506 8,400,751
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △290,470 △290,470
当 期 純 利 益 560,542 560,542
自 己 株 式 の 取 得 △43 △43
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額） 14,118 14,118

事業年度中の変動額合計 270,028 14,118 284,146
2018年３月31日　残高 8,667,273 17,624 8,684,898

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記
(１) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
イ．子会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。
ロ．その他有価証券

・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

・時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。
②　デリバティブ等の評価基準及び評価方法

　デリバティブ 時価法を採用しております。
③　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。
・製品
　（受注生産品） 個別法を採用しております。
　（見込生産品） 総平均法を採用しております。
・商品、原材料 総平均法を採用しております。
・仕掛品 個別法を採用しております。
・貯蔵品 最終仕入原価法を採用しております。

(２) 固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く） 定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建
物附属設備及び構築物ついては定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ３～34年
構築物 ７～35年
機械及び装置 ２～12年
車両運搬具 ４～ 5 年
工具、器具及び備品 ２～20年
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②　無形固定資産（リース資産を除く） 定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法によっております。

③　リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。

(３) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。

(４) 引当金の計上基準
①　貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業
年度に負担すべき額を計上しております。

③　役員賞与引当金 役員に対する賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年
度に負担すべき額を計上しております。

④　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期
間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌
事業年度から費用処理しております。
過去勤務費用は、その発生時の事業年度において全額費用処理しており
ます。
未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は連結計算書類
における会計処理の方法と異なっております。

⑤　厚生年金基金解散損失引当金 厚生年金基金の解散に伴い発生する損失に備えるため、当該負担見込額
を計上しております。
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（追加情報）
　当社が加入している「日本金型工業厚生年金基金」は、2017年９月13日開催の代議員会において、2018年11月
２日に解散し、同日に新たな年金制度に移行する方針を決定いたしました。
　この決定に対して、当社は2018年２月９日開催の取締役会において、同基金解散後の新たな年金制度には加入しな
いこと、また関連費用を計上することを決議いたしました。
　これにより、当事業年度の損益計算書の「特別損失」に厚生年金基金解散損失引当金繰入額96百万円、当事業年度
末の貸借対照表の「固定負債」に厚生年金基金解散損失引当金96百万円を計上しております。なお、当該金額は現時
点における見積金額です。

(５) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
①　消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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２ 貸借対照表に関する注記
(１) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産
建物 190,838千円
土地 177,471千円
　計 368,309千円

②　担保に係る債務
長期借入金 779,860千円
(注) 長期借入金には１年内返済予定の長期借入金が含まれております。

(２) 所有権留保等資産及び所有権留保付債務
①　所有権留保等資産

機械及び装置 367,254千円
工具、器具及び備品 16,933千円
　計 384,187千円

②　所有権留保付債務
割賦未払金 68,908千円
長期割賦未払金 360,859千円
　計 429,767千円

（注）割賦未払金は貸借対照表上流動負債の「未払金」に含めて表示しており、また長期割賦未払金は貸借対照表
上固定負債の「その他固定負債」に含めて表示しております。

(３) 有形固定資産の減価償却累計額 8,078,882千円

(４) 取得価額から控除されている国庫補助金等の圧縮記帳額
建物 64,153千円
構築物 3,408千円
機械及び装置 156,337千円
工具、器具及び備品 6,426千円
ソフトウエア 4,710千円
　計 235,036千円

(５) 保証債務
　次の関係会社等について、賃借料の支払いに対し債務保証を行っております。

PUNCH INDUSTRY USA INC. 17,079千円

(６) 譲渡済手形債権買戻義務 243,820千円
（債権流動化による受取手形の譲渡高） （1,630,908千円）
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(７) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務の金額
　区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は、次のとおりであります。

①　短期金銭債権 256,927千円
②　短期金銭債務 557,190千円

(８) 財務制限条項
　当社は一部の借入金について、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行５行と財務制限条項が付されたローン
契約等を締結しております。契約及び財務制限条項の内容は次のとおりであります。

　シンジケート方式によるコミットメントライン契約
貸出コミットメントの総額 2,400,000千円
借入実行残高 －千円
未実行残高 2,400,000千円

　上記の契約の借入実行残高については、以下のとおり財務制限条項が付されており、これらの条項に一つでも抵
触した場合、当社は借入先からの通知により、期限の利益を喪失し、当該借入金を返済する義務を負っております。
イ．当社の当連結会計年度末における株主資本合計の金額が、前連結会計年度末又は第43期（2017年３月期）末
の株主資本合計の金額のいずれか大きい方の75％を下回らないこと。
ロ．当社の連結損益計算書において、２期連続経常損失を計上しないこと。

なお、2017年６月21日締結の電子記録債権決済サービス利用契約に下記の条項が付されております。
　電子記録債権決済サービス利用契約

極度額 2,000,000千円
発生済残高 189,796千円
未使用残高 1,810,204千円

　上記の発生済残高の内、割引譲渡された電子記録債権について以下のとおり財務制限条項が付されております。
これらの条項に一つでも抵触し且つ契約先から期日前請求があった場合、当社は当該請求に対し支払義務を負って
おります。
イ．当社の当連結会計年度末における純資産の部合計の金額が、前連結会計年度末又は第42期（2016年３月期）
末の純資産の部合計の金額のいずれか大きい方の75％を下回らないこと。
ロ．当社の連結損益計算書において、２期連続経常損失を計上しないこと。
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３ 損益計算書に関する注記
(１) 関係会社との取引高
　営業取引による取引高

売上高 1,028,658千円
仕入高 2,973,074千円

　営業取引以外の取引高
受取配当金 562,600千円
その他 120,546千円

(２) 一般管理費に含まれる研究開発費 203,012千円

４ 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首の
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末の
株式数（株）

普 通 株 式 100,049 100,049 － 200,098
（注）１.2018年１月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。

２.普通株式の自己株式の増加株式数の内訳
株式分割による増加　　100,049株
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５ 税効果会計に関する注記
(１) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（流動資産）
繰延税金資産

賞与引当金 145,020千円
たな卸資産評価損 57,020千円
外国税額控除 11,387千円
その他 47,954千円
　小計 261,382千円
評価性引当額 △47,422千円
　計 213,960千円

（固定資産及び負債）
繰延税金資産

貸倒引当金 8,870千円
退職給付引当金 214,094千円
資産除去債務 32,225千円
減損損失 53,311千円
厚生年金基金解散損失引当金 29,590千円
その他 43,405千円
　小計 381,498千円
評価性引当額 △128,527千円
　計 252,970千円

繰延税金負債
その他 △3,872千円
　計 △3,872千円

繰延税金資産の純額 249,098千円
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６ 関連当事者との取引に関する注記
(１) 子会社

種類 会社等の
名称 住所 事業の

内容
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）

子 会 社
盤 起 工 業
（ 大 連 ）
有 限 公 司

大 連 市
（ 中 国 ）

金型用部品
製造・販売

所有
直接

100.0％

製造委託
役員兼任
資　金　の
貸　　付

利息の受取
（注）１

商品及び
原材料等
の仕入
（注）２

66,551

1,832,979

関 係 会 社
短期貸付金

2,845,107

買 掛 金

未 払 金

336,538

1,712

子 会 社

P U N C H
INDUSTRY
MANUFA
CTURING
VIETNAM
CO. LTD .

ビンズン省
（ﾍﾞﾄﾅﾑ） 金型用部品

製造・販売
所有

直接
100.0％

製造委託
役員兼任
資　金　の
貸　　付

資金の貸付

資金の回収

利息の受取
（注）１

709,340

168,550

6,758

関 係 会 社
長期貸付金

関係会社短
期 貸 付 金

403,712

212,480

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注)１. 資金の貸付については、市場金利を勘案して交渉の上利率を合理的に決定しております。なお、担保の受入はありません。
(注)２. 商品及び原材料等の仕入についての取引条件は、双方協議の上決定した価格によっております。
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(２) 役員及び個人主要株主等

種類 会社等の
名称

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）

役員及びその近親者 森久保 有司

被所有
直接

7.50％
間接

9.94%

名誉会長 名誉会長報酬
（注）

15,270 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注) 当社創業者として長年の経験と深い見識並びに幅広い人脈等を有しており、当社に対して経営全般に関する助言等を行っておりま

す。報酬の額は、取締役会にて決定しております。

７ １株当たり情報に関する注記
(１) １株当たり純資産額 395円36銭
(２) １株当たり当期純利益 25円57銭

(注）2018年１月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。当事業年度の期首に当該株式分割が行われたもの
と仮定して、１株当たり当期純利益を算定しております。

８ 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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監査報告書
連結計算書類に係る会計監査報告書　謄本

独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書
2018年５月14日

パンチ工業株式会社
　取　締　役　会　御　中

ＰｗＣあらた有限責任監査法人
指定有限責任社員

　公認会計士 戸 田 　 栄 印
業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員
　公認会計士 小笠原　修　文 印

業 務 執 行 社 員
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、パンチ工業株式会社の2017年４月１日
から2018年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益
計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
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　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、パンチ工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る
期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告書　謄本

独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

2018年５月14日
パンチ工業株式会社
　取　締　役　会　御　中

ＰｗＣあらた有限責任監査法人

指定有限責任社員
　公認会計士 戸　田　　　栄 印

業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員
　公認会計士 小笠原　修　文 印

業 務 執 行 社 員
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、パンチ工業株式会社の2017年４
月１日から2018年３月31日までの第44期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断
した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明
細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上
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監査役会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2017年４月１日から2018年３月31日までの第44期事業年度の取締役の職務の
執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下
のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の
環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事
業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社
の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の
報告を受けるとともに、子会社に赴き、調査をいたしました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するため
に必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関す
る取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）に
ついて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、
必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応
じて説明を求めました。
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類
（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。

２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべ
き事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人PwCあらた有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人PwCあらた有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2018年５月22日

パンチ工業株式会社　監査役会

常勤監査役 木　對　紀　夫 ㊞
常勤監査役 杉　田　　　進 ㊞
社外監査役 安　藤　良　一 ㊞
社外監査役 松　江　頼　篤 ㊞

以　上
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株主総会会場ご案内図

会場 大森　東急ＲＥＩホテル　５階「フォレストルーム」
東京都大田区大森北１丁目６番16号
TEL 03－3768－0109

JR大森駅
中央改札口 JR京浜東北線（北口）

至 蒲田・川崎・横浜・大船方面 至 品川・東京・上野・大宮方面

アトレ大森2
アトレ大森 駐車場大森東急REIホテルアトレ大森

交番

バスターミナル

ファミリーマート

商工中金

ローソン

西友 大森店

安田病院
ファミリーマート

至 

環
七
通
り

至 

第一京
浜

ファミリーマート

JR大森駅中央改札口からの順路

エレベーターで
5階にお上りください。

ア
ト
レ
大
森

駐
車
場
（
有
料
） 中

央
改
札
口

エレベーター 東口方面
アトレ
3階売場

3階

フロント

通　路
WC

Tea Lounge
Mon Chéri

KIOSK

西口方面

自
動
改
札駅

構
内

交通のご案内
JR京浜東北線　大森駅（中央改札口）下車　大森駅ビル（アトレ大森）内

JR東京駅から京浜東北線で17分
JR品川駅から京浜東北線で６分
JR横浜駅から京浜東北線で23分

お願い
駐車場のご用意はございませんので、お車でのご来場はご遠慮ください。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

地図




